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長崎県、旅費管理基盤として SAP Concur を採用 

～旅費申請・審査業務の効率化、ペーパーレス化、ガバナンス強化を推進 

職員約 4,000 名が利用予定～ 

 

出張・経費管理クラウドのリーダーである株式会社コンカー（本社：東京都千代田区、代表取締役

社長：橋本 祥生、以下 コンカー）は、長崎県の次期旅費システムとして SAP Concur が採用されたこ

とを発表します。本件は株式会社ニーズウェル（本社：東京都千代田区、代表取締役社長 松岡 元）が

導入、運用保守サポートを支援します。 

 

長崎県では、2005 年 6 月に導入した現行の旅費システムを長年にわたり利用してきましたが、2029

年にサポート終了が見込まれていることから、次期システムへの更改が必要となっていました。 

また、2025 年 4 月の国の旅費法改正を受け、県では旅費制度の見直しが実施されました。新たな制度

に基づく業務を進める中で、旅費申請・審査をはじめとする関連業務の効率化や、職員の事務負担軽

減が求められていました。 

こうした背景から長崎県では、単なる既存システムの更改ではなく、自治体固有の旅費制度に柔軟に

対応し、今後の制度改正や運用変更にも継続的に対応できる旅費業務基盤の構築を目指し、次期旅費

システムとして SAP Concur を採用しました。2026 年 9 月よりプロジェクトを開始し、2028 年 4 月

稼働を目指しています。 

 

SAP Concur の導入により、旅費申請・審査プロセスの効率化やペーパーレス化、規程に基づくチェ

ックの高度化を進めるとともに、旅費・支出データの可視化と利活用を通じたガバナンス強化を目指

します。これにより、職員がこれまで単純な確認や入力作業に費やしていた時間を削減し、より付加

価値の高い業務に集中できる環境の実現を支援します。 

将来的には、旅行者本人が旅費金額を入力し、日帰りや単純往復など審査が容易な申請については、

SAP Concur の機能を活用することで、総務事務センターによる個別の審査を省略し、より詳細な確認

を要する申請の審査に注力できる業務プロセスの実現を目指しています。 

 

SAP Concur 導入により期待される主な効果 

• 旅費申請・審査業務の効率化 

• 紙文書の削減、ペーパーレス化 

• 記入漏れ、入力ミス、費目間違いなどの削減 

• 旅費・支出データの可視化と利活用 

• データ活用によるガバナンス強化 

• 制度改正や運用変更に継続的に対応できる柔軟な旅費システムの実現 
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旅費関連業務の効率化により、年間約 3.5 万時間の業務時間削減、年間約 9,400 万円の人件費相当額

の削減効果を見込んでいます。 

 

主な導入製品 

• 経費精算・管理クラウド「Concur Expense」 

• 予算管理「Budget」 

• データの可視化と高度分析を実現する「Intelligence for Expense」 

• 領収書 OCR アプリ「ExpenseIt」 他 

 

 

長崎県 人事課 契約担当者様 

SAP Concur は、旅費申請から審査・精算までの一連の業務を効率化できることに加え、領収書の電子

化や規程に基づくチェック、旅費データの可視化など、旅費業務を総合的に支援する機能を備えてお

り、これらの機能が本県の旅費事務の効率化に寄与するものと考えています。 

また、本県の旅費制度や業務運用に柔軟に対応できることや、今後の制度改正や運用変更にも継続的

に対応できる拡張性を有していることなどから、次期旅費システムとして導入することとしました。 

SAP Concur の導入により、職員の利便性向上と事務負担の軽減を図るとともに、より適正かつ効率的

な旅費事務を実現し、職員が県民サービスをはじめとする本来業務に一層注力できる環境が整うこと

を期待しています。 

 

株式会社コンカー 代表取締役社長 橋本 祥生  

このたび、長崎県様の次期旅費システムとして SAP Concur をご採用いただいたことを、大変光栄に

思います。地方自治体においても、旅費申請や審査をはじめとする間接業務の効率化は、職員の皆様

の業務負担を軽減し、行政サービスのさらなる向上につなげる重要な DX テーマの一つです。 

コンカーはこれまで、日本国内におけるデータセンターの開設や ISMAP 登録をはじめ、日本の法制度

やセキュリティ要件に対応し、公共分野を含む幅広いお客様に安心して SAP Concur をご利用いただ

ける環境整備を進めてまいりました。今後も SAP Concur を通じて、地方自治体の間接業務 DX と、

職員の皆様がより付加価値の高い業務に集中できる環境づくりに貢献してまいります。 

 

 

■株式会社コンカーについて 

世界最大の出張・経費管理クラウド SAP Concur の日本法人で、2010 年 10 月に設立されました。

『Concur Expense（経費精算・経費管理）』・『Concur Travel（出張管理）』・『Concur Invoice

（請求書管理）』を中心に企業の間接費管理の高度化と従業員の働き方改革を支援するクラウドサー

ビス群を提供しています。 

コンカーの詳細については www.concur.co.jp をご覧ください。 
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■SAP Concur について 

SAP Concur は、出張・経費・請求書管理の統合ソリューション分野において世界トップのブランドで

あり、業界最大規模のグローバルパートナーエコシステムに支えられています。 

製品全体に組み込まれた高度な AI は、ユーザーのニーズを先読みし、業務負荷を軽減、経費データを

ビジネスの知見へと変え、従業員、管理者、予算責任者が関わるあらゆるやり取りや意思決定を支援

します。さらに AI エージェントは、ユーザーの目的や状況を理解し、各社の規程やコンプライアンス

ルールに沿って、タスクを自律的に処理します。 

SAP Concur は、高い安全性と拡張性を備え、あらゆる規模の組織に対応し、出張・経費管理が自律的

に進む世界の実現を目指しています。詳しくは concur.co.jp をご覧ください。 

 

 

SAP、SAP ロゴ、記載されているすべての SAP 製品およびサービス名はドイツにある SAP SE やその他世界各国における登録商標ま

たは商標です。またその他記載された会社名およびロゴ、製品名などは該当する各社の登録商標または商標です。 

 

© 2026 SAP SE または SAP 関連会社。無断複写・転載を禁じます。この資料に関する使用条件、免責条項、開示、または制限につい

ては、www.sap.com/legal-notice の法的通知を参照してください。 
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